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第1章総則

略称)

第1条この法人は、 NP0法人コミュニティかりぱという。なお、略称をNP0かりぱという。

(事務朗

第2条この法人は、主たる事務所を兵庫県神戸市西区に置く。

第2章目的及て陣業

侶的)

第3条この法人は、朴戸市西部ガ抄或とりわけ「かりばプラザ」利用圏翅戴の住民に対して、生活サポ

ートや交流の場づくりなどに関する事業を行い、安心して住み続けられる班戴づくりに寄与することを

主たる目的とする。

NP0法人コミュニティかりぱ定款

(特定非断リ活動の種凋

第4条この法人は、前条の目的を逢戎,るため、炊に掲げる特起P断1」活動を行う。

①保健、医療又1ユ綜加)増進を図る活動

 ②ネ絵教育α河佑佳を図る活動

③まちづくりのキ縫.を図る活動

④災害救援括動

⑤地域安全活動

⑥子どもの健全育成を図る活動

(事業)

第5条この法人は、第3条の目的を迦虎するため、炊の特定非営禾1」活動に係る事業を行う。

①高歯諸・園丸堵・子育て割起などの生活サポート事業

②各種文イ峰控魅韓演会などの文イ暁☆育事業

③地或の各種イベントの支援事業

④ナ也域の交流の場づくり弓喋

⑤災害対策・醐Eをはじめとtる各樹也瑚舌動の支援事業

⑥そのイ也当法人の目的を逢女小るために彪要な事業

第3章会員

(棚1」)

第6条この法人の会員は、徐の3種とし、正会員をもって特定ヲ巳断1」活動促進法(以下「法」という。)

上の社員とする。

①正会員この法人の目的に賛同して入会した個人

②賛助会員この法人の事業を賛助するため入会した個人及ひ団体

(3)ボランティア会員この法人の目的に賛同し、ボランティアとして活動に参加していただける個人

(ス、会)

第7条会員の入会については、特に条件を定めない。

2 会員として入会しようとするものは、その旨を文書て"墾事長に申し込むものとし、理事長は、正当な

理由がない限り、入会を認めなければならない。

3 理事長は、盲傾のものの入会を認めないときは、速や力、に、理由を付した書面をもって本人にその旨
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を避1口Lなければならない。

(会費)

第8条会員は、総会において別に定める会費を納入しなけれぱならない。

陰員の資格の喪失)

第9条会員が炊の各号のい司ヲ1かに該当する場合には、その資格を喪失する。

①退会の州し出があったとき。

②本人が死亡し、又は会員である団愉詩肖滅したとき。

③糾続して2年以上会費を淵内したとき。

④陌路されたとき。

(退会)

第 10条会員は、退会しようとするときは、その旨を文書で理事長に提出して、任意に退会するととが

できる。

(除名)

第 11条会員が次のい,晋しかに該当するときは、総会の議決により、これを除名することができる。こ

の場合、その会員に対し、議決の前に弁明の機会を与えなければならない。

①この定款等に違反したとき。

②この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不遍凋

 第12条既納の会費及びその他α脚出金品は、返還しない。

第4章役員及U叫哉員

(挿別及び定物

第13条この法人に次の役員を置く。

①理事 5Nメ上15人以内

②監事 1人以上2人以内

2 理事のうち、1人を理事長、1人を専務理事、広要なときに2人D【内の扇1鰹事長を置くことができる。

健任等)

第14条理事及て隱事は、総会において選任する。

2 理事長、副理事長及てド朝劣理事は、理事の亙選とする。

3 総会力洲集されるまでに補欠又1コ増員を緊急に遡壬する彪要があるときには、育傾の規定にかかわら

ず、理事会の議決により仮にこれを選任することができる。この場合に船いて、当該理事会開催後最初

に開催する総会において承認、を得なけれぱならない。

4 役員のうちには、そ才しそ,、れの役員について、その配イ昌者若しくは3親等以内の親族が1人を超えて含

まれ、又は当該役員並びにその配イ晶者及び3親等以内の親族が役員の総数の3分の1を超えて含まれる

ことになってはならない。

5 靴事:は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。

儒勝)

第15条理事長は、この法人をイt表し、その業務を総理する。

2 理事長'峅の理事は、この法人の業務について、この法人をイt表しない。

3 岳1開導長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるとき又1ネ理事長が欠けたときは、理事長があらかじ
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め1訟しだ噴序によって、その礁務をイ弌1テtる。

4 専務理事は、写瑞局を統括するとともに、理事長を補佐し、この法人の日常的な業務全没の秒哘にあ

たる。

5 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及て藩碁事=ムの議決に基づき、この法人の業務を剰碕テ,、る。

6 監事は、炊に掲げる耽勝を行う。

①理事の業務判哘の状況を監査すること。

②この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前2号の規定による監査の結果、との法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは定款

に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又ほ沙禧庁に報告すること。

④前号の報告をするため必慶がある場合には、総会を招集すること。

⑤理事の業務判哘の状況若しくはこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、又1才理事会の

招集を請求すること。

(名糊割

第16条役員の任期は、 2年とする。ただし、剛壬を妨げない。

2 育噸の規定にかかわらず、任期満了前に、就イ壬後2^年度が終了した後の総会において後任の役員

が選任された場合には、当該驚、会が終結するまでをイ彩翊とし、またイ壬期満了後倒壬の役員が馴壬されて

いない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまで、その11瑚を伸長する。

3 補欠のため、又1才増員によって就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者のイ耐堺の残脊朔

間と,、る。

4 イ斐員は、ぎ辛任又は任期満了後においても、後任者カミ毓任するまでは、その貼鼈を行わなけれぱならな

い

(欠員補充)

第17条理事又は監事のうち、尉氏定数をド回るときは、還帯なくこれを補充しなければならない。

嫡引動

第 18条役員が次の各号のーに該当するに至ったときは、総会の議決により、これ勧剥壬することがで

きる。この場合、その役員に対し、議決する前に弁明の機会を与えなけれぱならない。

①心身の桝章のため、1a歌の遡テに堪えないと認められるとき。

②脂驍上の義務違反その他役員としてふさわしくなし哘為があったとき。

(報酬等)

第19条役員は、その総数の3分の1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 前2項に関し彪要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

(事務局の設置等)

第20条との法人に、事務局長その他の職員を置くととができる。

2 蔚劣局長その他の1哉員は、理事長力"壬免する。

3 事務局のネ且織及ぴ運営に関し症喫な事項は、理事長が別に定める。

第5章総会

(概ID

第21条この法人の総会は、通常艶、会及て隔H挑X会の2種とする。

(構成)
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第22条総会は、正会員をもって構成ずる。

(権能)

第23条総会は、以下の専頁について議決する。

①定款の変更

②解散

 ③合イ并

④事業蛾告及U映算

⑤役員の1^1鮒靴吸て儀酬

⑥会費の額

⑦会員の除名

⑧そaX也理事会が必要と認める重要事項

(剛櫛

第24条通常詫、会は、毎事業年度1回開催する。

2 臨ヨ寺統X会は、次の各号のーに該当する場合に開催する。

①理事会が'要と認め招集の請求をしたとき。

②正会員総数の5分の1以kから会議の目的である事項を記載した書面をもって招集の請求があっ

たとき。

(3)第15条第6工頁第4号の規定により、監事から招集があったとき。

網集)

第25条総会は、前条第2;噴第3号の揚合を除き、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第2;項第1号及び第2号の規定による請求があったときは、その日から即日以内に

臨H搬会を招集しなけれぱならない。

3 総会を招集するときは、会議の日時、場所、日的及ぴ審議事項を言戯した書面をもって、少なくとも

5日前までに通知しなけれぱならない。

儀長)

第26条総会の議長は、その総会において、出席した正会員の中から選出する。

(定足勤

第27条総会は、正会員総数の2分の1以ヒの出席がなけれほ開会することができない。

儀決)

第28条総会における議決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。ただ

し、出席正会員が提案した緊急を要する議案に対し、出席正会員の5分の2以Lの同意があったときは、

これを総会の議案とすることができる。

2 総会の議事は、この定款に規定ずるもののほか、出席した正会員の過半数をもって決し、司否同数の

ときは、議長の決するととろによる。

(表決権等)

第29条各正会員の表決権は、乳尊なるものとする。

2 弌せ!を得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面をも

つて表決し、又は他の正会員をイ弌理人として表決を委任することができる。

 3 前項の炉JEにより表決した正会員は、第27条、前条第2項、次条第1'聯3号及び第娼条α瞳用に

ついては、総会に壯流したものとみなす。

4 議決すべき亨真について粥リな利害胤系を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。
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(議事鋤

第30条総会の議事については、次の寡頁を誰繊した議事録を作成しなけれぱならない。

①日時及U暢所

②正会員の現府激

③総会に出席した正会員禦書面表決者、表決劉壬者がある場合にあ0ては、その数を付記すること。)

④議長遡壬に関する事項

⑤審i裟事項

⑥議事の繩邑の概要及て斥義決の結果

⑦議事録署名人の遡壬に関tる事項

2 議事隷には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人以上カミ署名・押印又1きミ酪・押

印しなければならない。

3 前2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面により同意の意恕表示をしたことによって、総会の決

議があったとみなされた場合においては、次の亭項を記載した議事録を作成しなければならない。

①総会の決議があったものとみなされた事項の内容

②前号の事項の提案をした者の氏名又1玲称

③総会の抄姦があったものとみなされた日

④議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

第6章理事会

(構成)

第31条理事会は、理事をもって構成する。

(権彬日

第詑条理事会は、この定款で定めるもののほか、歌の事項を議決する。

①事業計画及ぴ予算並ぴにその変更

②理事の醋賤

③借入金その他新たな義務の負担及て"矯1」の方煉

④総会にイ寸議すべき隼項

⑤総会の議決した事項の彰哘に関する事項

⑥その他詫X会の議決を要しない業務の剰哘に関する事項

儒イ櫛

第朋条理事会は、次の各号のーに該当する場合に開催する。

①理事長が必要と認めたとき。

②理事靴＼数の2分の1以上から会議の目的である事項を竒戴した書面をもって招集の請求があ0た

とき。

③第15条第6工頁第5号の規定により、監事から招集の請求があったとき。

(招網

第34条理事会は、理事長が招集する。

2 理事長は、前条第2号及ひ第3号の規定による請求があったときは、その日から14日以内1こ理事会

を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議のヨ隱場所、目的及て北審議事項を宗戴した書面をもって、少なくと

も5日前までに通知しなけれぱならない。

臓長)
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第舗条理事会の議長ほ理事長がこれに当たる。

(建足数)

第36条理事会ば理事総、数の過斗瞰の出席がなけれほr用会することができない。

儀決)

第37条理事会における議決事項は、第34条第3項の規定によってあらかじめ通知した事項とする。た

だし、出席理事が叢諜した駆急を要する議案に対し、出席理事の2分の1以上の同意があったときは、

これを理事会の議案とすることができる。

2 理事会の議事は、理事靴数の過斗顎をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

(表決権等)

第器条各理事の表決権は、平等なるものとする。

2 やむを得ない理由のため理亭会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面をも

つて表決することができる。

3 育噸の規定により表決した理事は、第36条及加欠条第1〕1頁第3号の適用については、理事会に出席

したものとみなす。

4 議決すべき事項について特別婚1」害隠系を有する理事は、その議事の議決1功"わることができない。

(議事剣

第39条理事会の議事については、狄の事項を記載した議事獄を作成しなければならない。

①日時及ぴ場所

②理事の現在数

③理亭会に出席した理事の数及び氏名(書面表決者にあっては、その旨をイ寸記するごと。)

④箸議事項

⑤議事の繩目の樫腰及て躍義決の結果

⑥議事録署瑠人の遡壬に関する隼項

2 議̂には、議長及びその会議において遡壬された議事録署洛人2人以上が署名・押印又1ネ=酪・押

印しなければならない。

第7章資産及Ut会言博

債産の構劇

第40条この法人の資産は、汰の各号に掲げるものをもって構成する。

①設立当初の財産目録に乱戴された資産

②会費

③寄附金品

④資産から生じる収益

⑤事業に伴う↓佼益

⑥そ剣也の収益

債産の智測

第41条この法人の資産は、理亭長が智理し、その方1去は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

(会計の"悲1」)

第42条この法人の会計は、法第27条各号に掲げる呼則に従って行うものとする。

(事業年度)
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第43条この法人の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。

(事業計画及び予鴬

第"条この法人の事業'計画及ぴこれに伴う予算は、理事長が作成し、理事会の議決を経なけれぱなら

ない。

緬定予鴬

第45条前条の規定にかかわらず、興むを得ない理由により予算が成立しないときは、予算成立までは、

る力事業年度の予算に準じ彰すテすることができる。

2 育噸の規定による彰哘は、新たに成立した予算に基づくものとみなす。

(予算の激n及ひ便iE)

第妬条予算議訣裟に矣むを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の通n又は更

正をするごとができる。

(事業報告及び決算)

第47条この法人の事業報告書、活動計算書、銘誠t照表及ひ財産目録等の決算に関する書類は、毎事

業年庶終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なけ刈まならない。

2 決算」深畭金を生じたときは、次事業年度に繰り越ずものとする。

第8章定款の変更、解散及び合併

(定款の変動

第娼条この法人力§定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の3Ⅸヒの多数によ

 る議決を経、力γう、法第25条第3項に定める以下の専頁を変更する場合、可触庁の認証を1昇なけれぱ

ならない。

①目的

②名称

③その行う特定非断1」活動の種類及び当該特定非断1」活動に係る事業の種類

④主たる事務所及てドそ'の他の事拶折の所越也例鷲庁の変更を伴うものに限る)

⑤ネ土員の資格の1昌喪に関する亭項

⑥役員に関する亭項(役員の定数に係るものを除く)

⑦会議に関する事項

⑧その他の事業を行う場合には、その種類そのイ也当該その他の事業に関する事項

⑨解散に関する事項 q畭財産の帰属すべき者に係るものに限る)

(1の定歓の変更に関する亭項

価轍)

第四条この法人は、次に掲げる事由により角\散ずる。

①総会の決議

②目的とする特定非断1↓活動に係る事業の成功の不能

③正会員の欠亡

④合{并

⑤和娃手続開力卸決定

⑥目驚庁による設立の認証の取消し

2 前」頁第1号の事由によりこの法人が"\散ずるときは、正会員総数の4分の3以上の承諾を得なけれぱ

ならない。

3 第1工蝉2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。
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1,

俄今尉産の帰属)

第50条この法人が解散(合併又は和娃手続開始の決定による"轍を除く。)したときに残存する財産は、

法第11条第3項に掲げる者のうち、角羣散総゙会において選定した者に譲波するものとする。

(合イ并)

第51条この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の4分の3以ヒの議決を経、か

つ、可詫庁の認証を得なければならない。

第9章公告の力法

(公告の方法)

第腿条この法人の公告は、この法人の掲予場こ掲弓するとともに、官報に掲載して行う。ただし、法

28第の2第1項に規定ずる剣昔対照表の立浩については、当法人のホームページに掲載して行う。

第10章雑則

姉行細貝ID

第脇条この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれを定める。

附則

1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2 この法人の設立当初の役員は、次に掲げる者とする。

理事長安藤眞佐子

副理事長河内好子

蔚傷理事佐野正明

理事朝戸吉照

足立千鶴

同

監事痢挽経由

3 この法人の設立当初の役員のイ壬期は、第16条第1項の規定にかかわらず、成立の日から平成27年3

月31日までとする。

4 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第"条の規定にかかわらず、設立跳会の定めるところ

によるものとする。

5 この法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、成立の日から平成26年3月31日

までとする。

6 この法人の設立当初の会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。ただし、設立初年

度の正会員会費は不要とし、正会員1ネ設立の翌年度から払い込むものとする。

①正会員

①司会費個人1,W0円

②賛助会員

①年会費個人500円/1口団体10,000円/10
③ボランティア会員

①年会費個人1,卯0円

1

附則

この定款は、平成30年5月27日から施行する。

附則

 この処獄は、令深"3年9刀 27Πから施行する

1
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